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　英国下院は11月6日に解散し、この4年で3回目の総選挙が12月12日に実施されることとなっ

た。与党保守党のジョンソン首相は総選挙で明確な過半数を得ることで、自身が獲得したEU

離脱合意に対し新たに国民からの信任を勝ち取り、議会の膠着状態が打開されることを期待し

ている。ただし、離脱期限を来年1月末に控えブレグジットを実現する前の選挙では、その

結果次第で残留派に絶好のブレグジット阻止の機会を提供するなど、不確実性が逆に高まる

危険性もあることが指摘されている。

　ブレグジットを巡る不確実性は、英国の不動産市場にも大きく波及しており、2019年に入り

ロンドンの住宅価格は急激に低下している。英国土地登記所のデータによると、ロンドンでは

物件取引数が、2016年の国民投票以降に約5分の１まで減少し、直近はさらに減少傾向が強

まっている。2019年9月には物件の取引価格が前年同月比で2.2％減と、2010年9月来の低下

を記録している。特に高級住宅街の物件や、デタッチハウス（日本でいう一軒家）などの値下

がりが顕在化している。さらに商業不動産など海外投資家への依存度が高い市場でも、2019

年に入り投資の減退が著しくなっている。2019年上半期におけるロンドン中心部のオフィスビ

ルの取引高は55億ポンドとなり、昨年同期からは37％減と3分の1以上も減少している。国

民投票以来、ポンド安で割安となったことを一因として、中国や韓国から流入した資本が、投

資市場を支えてきた。しかし、ブレグジットを巡る不確実性が長引く中、東アジアからの投資

は後退しつつあり、それに代わる海外からの投資が起こる気配は乏しいのが現状である。

　ただ、ロンドン市内の高級物件や商業不動産の値下がりは顕著ではある一方、ミドルクラ

ス向けの一般住宅の価格は、まだ容易に買える水準にまで値下がりしていない。（母数が多い

ミドルクラス向けの一般住宅が値下がりしていないため）ロンドンの平均住宅価格は2007年の

ピーク時よりも、50％も高い状況となっている。このため、購入資金を十分貯めることができ

ず賃貸住宅に住まざるを得ない40歳未満の若い世代、いわゆる賃貸世代（Generation Rent）

の増加が大きな社会問題となっている。住宅価格が賃金の伸びを上回るペースで上昇していた

ため、住宅ローンを組む上で重視される頭金を貯められず、持ち家志向の強い英国で賃貸生

活を強いられるという構図はなかなか変わりそうにはない。総選挙で苦戦が予想されている労

働党のコービン党首は、党内での意見対立により党として明確な離脱方針を掲げることができ

ていないため、選挙キャンペーンではブレグジットへの言及を可能な限り避ける戦術を取る可

能性が高い。むしろ、賃貸世代や若年層への支援など労働者のための政党としての政策を掲

げて対抗していくと予想される。

　保守党は世論調査では盤石なリードを示しているものの、失言や放言癖のあるジョンソン首

相が選挙戦を無事乗り切れるのか疑問視される上、稀に見る混戦を予想する声も多い。総選

挙の結果次第では、英国の不確実性がさらに強まる可能性が高いことになる。それでもこの

ブレグジットの混乱により、賃貸世代がロンドンの住宅価格のさらなる低下を期待していること

も確かだ。
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